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令和７年度いの町一般会計補正予算（第３号） 

 

 令和７年度いの町の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１５８，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ１５，７９９，７００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰越して使用することができる経費は、「第２表

繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

 

 

令 和 ７ 年 ９ 月 ２ 日 提 出 

い の 町 長  池 田  牧 子 



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正  （　第　３　号　）
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

５，４３０，０００
10.地方交付税

１４１，０００ ５，５７１，０００

1.地方交付税
５，４３０，０００ １４１，０００ ５，５７１，０００

１，７７３，３０２
14.国庫支出金

１１５，５２３ １，８８８，８２５

1.国庫負担金
８５２，７９３ １，９３４ ８５４，７２７

2.国庫補助金
９０４，６８６ １１３，５８９ １，０１８，２７５

１，２４２，１９８
15.県支出金

１３，８５２ １，２５６，０５０

1.県負担金
４６４，２３２ １，２３２ ４６５，４６４

2.県補助金
６８３，５０８ ９，９２０ ６９３，４２８

3.県委託金
９４，４５８ ２，７００ ９７，１５８

１，４１７，７６９
18.繰入金

２５１，２８０ １，１６６，４８９△

1.特別会計繰入金
２２４，６５８ ７２０ ２２５，３７８

2.基金繰入金
１，１９３，１１１ ２５２，０００ ９４１，１１１△

１，０００
19.繰越金

１２７，３０８ １２８，３０８

1.繰越金
１，０００ １２７，３０８ １２８，３０８

２９８，９８０
20.諸収入

１７，３９７ ３１６，３７７

4.雑入
２７９，６３８ １７，３９７ ２９７，０３５

１，４２６，０００
21.町債

５，８００ １，４２０，２００△

―　2　― 一般会計



―　3　― 一般会計

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.町債
１，４２６，０００ ５，８００ １，４２０，２００△

歳　　入　　合　　計
１５，６４１，７００ １５８，０００ １５，７９９，７００



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2.総務費
３，７４０，６８０ ８１，２１１ ３，６５９，４６９△

1.総務管理費
３，５５６，８５４ ８０，９４８ ３，４７５，９０６△

2.徴税費
５３，６６１ １，３１６ ５２，３４５△

3.戸籍住民基本台帳費
５６，０７９ １，０５３ ５７，１３２

3.民生費
３，８５２，４７１ ４，４９５ ３，８５６，９６６

1.社会福祉費
２，３４８，０７９ ３，２４４ ２，３４４，８３５△

2.児童福祉費
１，５０４，３９２ ７，７３９ １，５１２，１３１

4.衛生費
１，５６８，５６４ １２，７７７ １，５８１，３４１

1.保健衛生費
８２５，９７５ １０，９００ ８３６，８７５

3.水道費
１２８，２３６ １，８７７ １３０，１１３

6.農林水産業費
６９７，６９２ １４，６１７ ７１２，３０９

1.農業費
１４８，４８５ ４，１６５ １５２，６５０

2.林業費
５４９，２０７ １０，４５２ ５５９，６５９

7.商工費
２４２，４３１ ３４，４９８ ２７６，９２９

1.商工費
２４２，４３１ ３４，４９８ ２７６，９２９

8.土木費
１，５２５，２１４ ７９２ １，５２４，４２２△

2.道路橋梁費
６９２，３８９ ４２４ ６９１，９６５△

―　4　― 一般会計



―　5　― 一般会計

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

3.河川費
９８，５２７ ６，０００ １０４，５２７

4.都市計画費
３７６，５６８ ９，４９２ ３６７，０７６△

5.住宅費
３４８，０６３ ３，１２４ ３５１，１８７

9.消防費
７４３，１３９ １，２３１ ７４４，３７０

1.消防費
７４３，１３９ １，２３１ ７４４，３７０

10.教育費
１，２９２，２３０ ３８，７０９ １，３３０，９３９

1.教育総務費
２３５，５４８ ２３，８８３ ２５９，４３１

2.小学校費
２０６，４６９ ３，９７８ ２１０，４４７

3.中学校費
１４６，８４６ １，５５５ １４８，４０１

5.幼稚園費
１６，６４５ ３４３ １６，９８８

6.認定こども園費
１９５，６４１ ９３０ １９６，５７１

7.社会教育費
２７５，９５４ ７，７３８ ２８３，６９２

8.保健体育費
２０９，３１４ ２８２ ２０９，５９６

11.災害復旧費
９０，８４０ １３３，６７６ ２２４，５１６

1.農林水産業施設災害復旧費
５８，９３２ ６２，３３７ １２１，２６９

2.公共土木施設災害復旧費
３１，９０８ ７１，３３９ １０３，２４７

歳　　出　　合　　計 １５，６４１，７００ １５８，０００ １５，７９９，７００



－6－ 一般会計

(単位：千円)

追　加 (単位：千円)

第２表  繰 越 明 許 費 

款 項 事 業 名 金　額

土 木 費 道 路 橋 梁 費 社会資本整備総合交付金事業（町道伊野天神通線　外１０件） 92,645  

〃 〃 道路メンテナンス事業（町道高岩～休場線　外７件） 190,000  

第３表　債 務 負 担 行 為 補 正

事　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

外 国 語 指 導 助 手 派 遣 委 託 業 務 令和７年度～令和１０年度 60,570

－6－ 一般会計



－ 7 － 一般会計

変  更

起債の 償還の 起債の 償還の

方  法 方  法 方  法 方  法

公 共 事 業 等 債 128,500 122,800

過 疎 対 策 事 業 債 885,300 816,000

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 157,300 169,700

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債 37,800 40,800

災 害 復 旧 事 業 債 5,300 59,100

３．０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率。

借入先の融資条件
による。
ただし、町財政の
都合により措置期
間及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還し、又は
低利に借り換えす
ることができる。

起  債  の  目  的

補     正     前 補     正     後

利 率

第４表　地   方   債   補   正
（単位：千円）

 証書借入
れ又は

証券発行

３．０％以内。ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる資金に
ついて、利率の見直
しを行った後におい
ては、当該見直し後
の利率。

借入先の融資条件
による。
ただし、町財政の
都合により措置期
間及び償還期限を
短縮し、若しくは
繰上償還し、又は
低利に借り換えす
ることができる。

 証書借入
れ又は

証券発行

限 度 額 利 率 限 度 額

－ 7 － 一般会計



   
令和７年度 

いの町一般会計補正予算（第３号）説明書 
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書
（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.町税
２，４７７，８５６ ０ ２，４７７，８５６

2.地方譲与税
２６６，４５０ ０ ２６６，４５０

3.利子割交付金
２，５００ ０ ２，５００

4.配当割交付金
２０，０００ ０ ２０，０００

5.株式等譲渡所得割交付金
２３，３００ ０ ２３，３００

6.法人事業税交付金
２８，１００ ０ ２８，１００

7.地方消費税交付金
５７３，８００ ０ ５７３，８００

8.環境性能割交付金
１２，２００ ０ １２，２００

9.地方特例交付金
１２，６００ ０ １２，６００

10.地方交付税
５，４３０，０００ １４１，０００ ５，５７１，０００

11.交通安全対策特別交付金
１，５００ ０ １，５００

12.分担金及び負担金
２６，９９８ ０ ２６，９９８

13.使用料及び手数料
１３９，３０４ ０ １３９，３０４

14.国庫支出金
１，７７３，３０２ １１５，５２３ １，８８８，８２５

15.県支出金
１，２４２，１９８ １３，８５２ １，２５６，０５０

16.財産収入
１１２，１９３ ０ １１２，１９３

17.寄附金
３５５，６５０ ０ ３５５，６５０

―　1　― 一般会計



―　2　― 一般会計

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

18.繰入金
１，４１７，７６９ ２５１，２８０ １，１６６，４８９△

19.繰越金
１，０００ １２７，３０８ １２８，３０８

20.諸収入
２９８，９８０ １７，３９７ ３１６，３７７

21.町債
１，４２６，０００ ５，８００ １，４２０，２００△

歳　　入　　合　　計 １５，６４１，７００ １５８，０００ １５，７９９，７００



（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国庫支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

県支出金

1.議会費
92,973 0 92,973

2.総務費
3,740,680 81,211 3,659,469 15,134 4,600 5,738 76,988△ △△ 29,695

3.民生費
3,852,471 4,495 3,856,966 79,670 76,300 4,200 3,823△ △1,502

4.衛生費
1,568,564 12,777 1,581,341 16,600 600 28,079△ 698

5.労働費
11,963 0 11,963

6.農林水産業費
697,692 14,617 712,309 5,100 7,2552,262

7.商工費
242,431 34,498 276,929 11,731 16,900 1,124 4,743

8.土木費
1,525,214 792 1,524,422 22,711 6,100 4,724 17,618△ △ △5,677

9.消防費
743,139 1,231 744,370 990241

10.教育費
1,292,230 38,709 1,330,939 2,610 3,500 14,800 17,407392

11.災害復旧費
90,840 133,676 224,516 45,689 51,000 4,21232,775

12.公債費
1,733,503 0 1,733,503

13.予備費
50,000 0 50,000

115,523歳　　出　　合　　計 15,641,700 158,000 15,799,700 5,800 27,286 7,139△13,852

―　3　― 一般会計



―　4　― 一般会計

2.歳　入

10.款 地方交付税 項 1. 地方交付税 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1. 1. ・地方交付税地方交付税 5,430,000 141,000 5,571,000 普通交付税141,000

5,430,000 141,000 5,571,000項 合 計

款 合 計 5,430,000 141,000 5,571,000

14.款 国庫支出金 項 1. 国庫負担金

1. 4. ・障害福祉費民生費国庫負担金 845,920 1,934 847,854 自立支援医療531△

7. ・保育所費 私立分2,465

852,793 1,934 854,727項 合 計

14.款 国庫支出金 項 2. 国庫補助金

1. 4. ・物価高騰対応重点支援地方総務費国庫補助金 145,263 13,930 159,193 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付13,930

創生臨時交付金事業費 金

2. 1. ・社会福祉総務費民生費国庫補助金 165,506 78,940 244,446 重層的支援体制整備事業交付金1,204

2. ・障害福祉費 障害者自立支援給付審査支払等システム1,337

事業

3. ・児童福祉総務費 子ども子育て支援交付金34

4. ・保育所費 就学前教育・保育施設整備交付金76,365

3. 1. ・予防費衛生費国庫補助金 39,330 16,600 22,730 新型コロナ定期接種ワクチン確保事業に△ 16,600△

対する助成事業

4. 1. ・観光費商工費国庫補助金 1,215 11,731 12,946 持続可能な観光推進事業11,731



14.款 国庫支出金 項 2. 国庫補助金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

5. 1. ・道路新設改良費土木費国庫補助金 435,845 22,711 413,134 社会資本整備総合交付金△ 16,011△

3. ・都市計画総務費 都市構造再編集中支援事業6,700△

7. 5. ・留守家庭児童会費教育費国庫補助金 65,959 2,610 68,569 子ども子育て支援交付金283

7. ・教育総務費 教育支援体制整備事業2,327

8. 1. ・河川等災害復旧費災害復旧費国庫補助金 597 45,689 46,286 河川等現年公共災害復旧費45,689

904,686 113,589 1,018,275項 合 計

款 合 計 1,773,302 115,523 1,888,825

15.款 県支出金 項 1. 県負担金

2. 8. ・保育所費民生費県負担金 460,704 1,232 461,936 私立分1,232

464,232 1,232 465,464項 合 計

15.款 県支出金 項 2. 県補助金

1. 1. ・一般管理費総務費県補助金 184,805 30,320 154,485 土地利用規制対策△ 81△

2. ・企画費 集落活動センター推進事業340

3. ・国土調査費 地籍調査事業30,579△

2. 1. ・社会福祉総務費民生費県補助金 117,665 872 118,537 重層的支援体制整備事業交付金602

3. ・老人福祉費 住宅改造支援事業236

7. ・児童福祉総務費 ファミリー・サポート・センター事業34
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15.款 県支出金 項 2. 県補助金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

3. 4. ・健康づくり費衛生費県補助金 38,094 698 38,792 がん検診受診促進事業60

5. ・水道費 中山間地域生活支援総合事業638

4. 1. ・農業委員会費農林水産業費県補助金 159,804 2,262 162,066 農業委員会56

9245. ・林業振興費 地域林業総合支援事業2,206

1,282・みどりの環境整備支援事業

6. 2.がけくずれ住家防災対策事土木費県補助金 4,421 3,000 7,421 3,000

業費

7. 1. ・防災対策費消防費県補助金 51,571 241 51,812 地域防災対策総合補助金241

8. 6. ・社会教育総務費教育費県補助金 110,761 392 111,153 家庭教育支援基盤形成事業5

8. ・留守家庭児童会費 放課後児童健全育成事業283

9. ・保健体育総務費 子どものスポーツ推進事業104

9. 1. ・農業施設災害復旧費災害復旧費県補助金 11,826 32,775 44,601 農業施設現年公共災害復旧費2,275

2. ・林業施設災害復旧費 林業施設現年公共災害復旧費30,500

683,508 9,920 693,428項 合 計

15.款 県支出金 項 3. 県委託金

5. 1. ・道路維持費土木費県委託金 18,256 2,700 20,956 道路維持管理2,700

94,458 2,700 97,158項 合 計

款 合 計 1,242,198 13,852 1,256,050



18.款 繰入金 項 1.特別会計繰入金 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

3. 1.介護保険特別会計繰入金介護保険特別会計繰入金 24,958 720 25,678 720

224,658 720 225,378項 合 計

18.款 繰入金 項 2.基金繰入金

1. 1.財政調整基金繰入金財政調整基金繰入金 463,350 270,700 192,650△ 270,700△

3. 1.施設等整備基金繰入金施設等整備基金繰入金 91,000 15,300 106,300 15,300

4. 1.過疎地域振興基金繰入金過疎地域振興基金繰入金 73,600 3,400 77,000 3,400

1,193,111 252,000 941,111△項 合 計

款 合 計 1,417,769 251,280 1,166,489△

19.款 繰越金 項 1.繰越金

1. 1.繰越金繰越金 1,000 127,308 128,308 127,308

1,000 127,308 128,308項 合 計

款 合 計 1,000 127,308 128,308

20.款 諸収入 項 4.雑入

1. 3. ・保険料雑入 279,638 17,397 297,035 雇用保険76

3,5425. ・雑入 デジタル基盤改革支援補助金4,666

1,124・周遊促進・滞在延長支援事業

6.過年度収入 12,655
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20.款 諸収入 項 4.雑入 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

279,638 17,397 297,035項 合 計

款 合 計 298,980 17,397 316,377

21.款 町債 項 1.町債

1. 1. ・財産管理費総務債 104,600 2,300 106,900 過疎対策事業債2,300

2. 2. ・保育所費民生債 337,200 76,300 260,900 過疎対策事業債△ 76,300△

3. 3. ・水道費衛生債 127,000 600 127,600 過疎対策事業債600

5. 1. ・観光費商工債 14,100 16,900 31,000 過疎対策事業債16,900

8,2006. 2. ・道路新設改良費土木債 491,200 6,600 484,600 過疎対策事業債△ 1,500△ △

5,700・公共事業等債 △

12,400・緊急防災・減災事業債

5. ・がけくずれ住家防災対策事 緊急自然災害防止対策事業債3,000

業費

7. ・都市計画総務費 過疎対策事業債8,100△

8. 1. ・小学校費教育債 71,300 3,500 74,800 過疎対策事業債1,500

6. ・社会教育費 過疎対策事業債2,000

26,8009. 1. ・河川等災害復旧費災害復旧債 5,300 53,800 59,100 現年発生補助災害復旧事業債27,700

900・現年発生単独災害復旧事業債

1,1002. ・農業施設災害復旧費 現年発生補助災害復旧事業債1,700

600・現年発生単独災害復旧事業債

23,3004. ・林業施設災害復旧費 現年発生補助災害復旧事業債24,400



21.款 町債 項 1.町債 （単位：千円）

節
説　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

1,1004. ・林業施設災害復旧費 現年発生単独災害復旧事業債

1,426,000 5,800 1,420,200△項 合 計

款 合 計 1,426,000 5,800 1,420,200△

15,641,700 158,000 15,799,700歳入合計
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3.歳　出

款 2. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

1.一般管理費 97,414 0 97,414 81 財源内訳の更正・81△

2. 2.給料人事管理費 2,125,595 32,679 2,092,916 1,204 2,300 796 37,604 一般職△ △ 23,099△ ・625

3.職員手当等 管理職4,866△ 811△・

扶養 216△・

住居 190△・

通勤 50△・

期末勤勉 7,423△・

児童 20・

管理職員特別勤務 96△・

退職手当負担金 3,900・

4.共済費 共済組合4,714△ 4,542△・

共済組合(追加) 209△・

互助会 116・

特別職共済組合 161△・

雇用保険料 82・

6. 10.需用費財産管理費 123,854 13,511 137,365 2,300 11,211 修繕料1,000 ・

11.役務費 用地鑑定料44 ・

12.委託料 設計3,867 2,354・

立木伐採 1,113・

測量登記 400・

14.工事請負費 本庁舎非常放送設備更新工事8,323 5,610・

池ノ内コミュニティセンター 700・

改修工事

駐車場舗装工事 2,013・

15.原材料費 補修用材料277 ・



款 2. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

10. 18.負担金、補諸費 207,075 400 207,475 400 集会施設等整備補助金400 ・

助及び交付

金

11. 18.負担金、補ふるさとづ 93,885 1,021 94,906 1,000 21 集落活性化事業1,021 ・

助及び交付くり事業費

金

12. 8.旅費企画費 302,682 1,043 303,725 703 普通旅費219 ・340

10.需用費 燃料費（ガソリン）4 ・

11.役務費 広告料100 ・

13.使用料及び 施設使用料90 55・

賃借料 駐車場使用料 16・

高速通行料 19・

17.備品購入費 保冷庫380 ・

18.負担金、補 集落活動センター推進事業費250 ・

助及び交付 補助

金

13. 11.役務費電算費 303,245 37,402 265,843 1,650 39,052 ＬＧＷＡＮ回線接続料△ △ 1,248 ・

12.委託料 地理情報システム標準化対応1,650 ・

作業

13.使用料及び 基幹業務システムサービス利3,206△ 9,725・

賃借料 用料

ガバメントクラウド利用料 12,931△・

14.工事請負費 ネットワーク工事9,802 ・
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款 2. 総務費 項 1. 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

17.備品購入費 パソコン46,896△ ・

14. 7.報償費国土調査費 137,690 40,772 96,918 10,193 地籍調査推進員△ △ 1,123△ ・30,579△

12.委託料 測量39,649△ 27,669△・

調査 11,980△・

15. 10.需用費物価高騰対 120,538 13,930 134,468 13,930 消耗品費68 ・

応重点支援

11.役務費地方創生臨 郵便料132 88・

時交付金事 口座振込手数料 44・

業費

18.負担金、補 介護事業所物価高騰対策支援13,730 2,700・

助及び交付 事業

金 就労継続支援事業所支援金交 900・

付事業

保育所等原油価格・物価高騰 430・

対策支援事業

重点支援給付金 9,700・

3,556,854 80,948 3,475,906 15,134 4,600 3,846 74,833△ △29,695△項 合 計

款 2. 総務費 項 2. 徴税費

1. 1.報酬税務総務費 8,080 1,770 6,310 1,770 会計年度任用職員△ △ 1,054△ ・

3.職員手当等 期末勤勉401△ ・

4.共済費 社会保険料290△ 149△・

共済組合 134△・

互助会 7△・

8.旅費 費用弁償25△ ・



款 2. 総務費 項 2. 徴税費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

2. 10.需用費賦課徴収費 45,581 454 46,035 454 印刷製本費454 ・

53,661 1,316 52,345 1,316△ △項 合 計

款 2. 総務費 項 3. 戸籍住民基本台帳費

1. 1.報酬戸籍住民基 56,077 1,053 57,130 1,892 839 会計年度任用職員△ 829 ・

本台帳費

4.共済費 社会保険料174 88・

共済組合 80・

互助会 6・

8.旅費 費用弁償50 ・

56,079 1,053 57,132 1,892 839△項 合 計

款 合 計 3,740,680 81,211 3,659,469 15,134 4,600 5,738 76,988△ △29,695△

款 3. 民生費 項 1. 社会福祉費

1. 3.職員手当等社会福祉総 410,248 345 409,903 345 期末勤勉△ △ 307△ ・

務費

4.共済費 社会保険料65△ 34△・

共済組合 31△・

8.旅費 費用弁償27 ・

2. 11.役務費障害福祉費 718,521 4,913 723,434 806 4,107 成年後見人手数料100 ・

12.委託料 システム変更1,614 ・
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款 3. 民生費 項 1. 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

22.償還金、利 国庫返還金3,199 2,136・

子及び割引 県返還金 1,063・

料

4. 19.扶助費老人福祉費 188,591 8,182 180,409 8,418 住宅改造支援事業△ △ 473 ・236

27.繰出金 特別養護老人ホーム特別会計8,655△ ・

5. 18.負担金、補後期高齢者 546,488 25 546,513 25 後期高齢者広域連合共通経費25 ・

助及び交付医療費

金

9. 10.需用費介護保険対 380,577 345 380,922 345 修繕料301 ・

策費

27.繰出金 介護保険特別会計44 ・

2,348,079 3,244 2,344,835 806 4,286△ △236項 合 計

款 3. 民生費 項 2. 児童福祉費

1. 8.旅費児童福祉総 125,099 1,125 126,224 34 1,057 費用弁償35 ・34

務費

14.工事請負費 児童公園舗装工事759 ・

19.扶助費 ファミリー・サポート・セン103 ・

ター事業利用料助成

22.償還金、利 国庫返還金228 225・

子及び割引 県返還金 3・

料

2. 10.需用費保育所費 923,571 6,464 930,035 78,830 76,300 4,200 6,902 修繕料400 ・△ △1,232

12.委託料 広域入所保育所運営費4,930 ・



款 3. 民生費 項 2. 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

17.備品購入費 給食用備品200 ・

22.償還金、利 国庫返還金934 856・

子及び割引 県返還金 78・

料

4. 22.償還金、利児童措置費 371,200 150 371,350 150 国庫返還金150 ・

子及び割引

料

1,504,392 7,739 1,512,131 78,864 76,300 4,200 8,109△ △1,266項 合 計

款 合 計 3,852,471 4,495 3,856,966 79,670 76,300 4,200 3,823△ △1,502

款 4. 衛生費 項 1. 保健衛生費

1. 8.旅費保健衛生総 468,393 62 468,455 62 費用弁償62 ・

務費

2. 10.需用費予防費 73,070 9,200 82,270 16,600 25,800 消耗品費22 ・△

11.役務費 郵便料239 204・

審査支払手数料 35・

12.委託料 感染症予防接種7,942 ・

22.償還金、利 国庫返還金997 ・

子及び割引

料

5. 22.償還金、利母子衛生費 38,020 46 38,066 46 国庫返還金46 ・

子及び割引

料
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款 4. 衛生費 項 1. 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

6. 18.負担金、補健康づくり 54,725 200 54,925 140 がん患者アピアランスケア支120 ・60

助及び交付費 援事業

金

22.償還金、利 国庫返還金80 ・

子及び割引

料

7. 22.償還金、利総合保健福 46,206 1,392 47,598 1,392 国庫返還金1,392 ・

子及び割引祉センター

料管理費

825,975 10,900 836,875 16,600 27,440△ 60項 合 計

款 4. 衛生費 項 3. 水道費

1. 10.需用費水道費 128,236 1,877 130,113 600 639 修繕料300 ・638

14.工事請負費 水道施設改修300 ・

18.負担金、補 中山間地域生活支援総合事業1,277 ・

助及び交付

金

128,236 1,877 130,113 600 639638項 合 計

款 合 計 1,568,564 12,777 1,581,341 16,600 600 28,079△ 698

款 6. 農林水産業費 項 1. 農業費

1.農業委員会 3,718 0 3,718 56 財源内訳の更正△ ・56

費



款 6. 農林水産業費 項 1. 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

2. 12.委託料農業総務費 9,979 490 10,469 500 10 設計監理△ 490 ・

6. 10.需用費農業施設維 22,459 3,675 26,134 3,675 光熱水費（電気）1,680 480・

持費 修繕料 1,200・

12.委託料 送水管調査745 709・

道路維持管理 36・

14.工事請負費 農業施設維持修繕1,250 ・

148,485 4,165 152,650 500 3,60956項 合 計

款 6. 農林水産業費 項 2. 林業費

1. 10.需用費林業総務費 16,462 12 16,474 12 医薬材料費12 ・

2. 18.負担金、補林業振興費 219,626 5,442 225,068 2,800 436 里山再生支援事業5,442 15,791・2,206

助及び交付 森林整備緊急対策支援事業 8,500△・

金 地域林業総合支援事業 924・

森林（もり）づくり交付金事 7,134△・

業

「吉野川」水源の森整備事業 4,028・

特用林産業振興事業 333・

3. 14.工事請負費林道新設改 263,528 1,217 264,745 1,217 林道改修工事1,217 ・

良費

4. 12.委託料林業施設維 42,241 3,781 46,022 1,800 1,981 道路維持管理1,781 ・

持費

14.工事請負費 林業施設維持修繕2,000 ・

549,207 10,452 559,659 4,600 3,6462,206項 合 計

款 合 計 697,692 14,617 712,309 5,100 7,2552,262
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款 7. 商工費 項 1. 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

4. 10.需用費観光費 102,337 33,318 135,655 11,731 16,900 4,687 修繕料147 ・

12.委託料 にこ淵オーバーツーリズム対9,532 ・

策事業支援

14.工事請負費 吾北山村開発センター改修工21,965 5,505・

事

にこ淵オーバーツーリズム対 10,010・

策事業

木の香温泉改修工事 6,450・

17.備品購入費 給湯器674 ・

18.負担金、補 いの町観光協会1,000 ・

助及び交付

金

5. 10.需用費紙の博物館 53,758 1,180 54,938 1,124 56 消耗品費400 ・

運営費

12.委託料 展示780 ・

242,431 34,498 276,929 11,731 16,900 1,124 4,743項 合 計

款 合 計 242,431 34,498 276,929 11,731 16,900 1,124 4,743

款 8. 土木費 項 2. 道路橋梁費

2. 12.委託料道路維持費 133,603 16,517 150,120 1,600 12,240 道路維持管理4,275 ・2,677

13.使用料及び 重機借上料19 ・

賃借料

14.工事請負費 町道維持補修12,161 ・



款 8. 土木費 項 2. 道路橋梁費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

15.原材料費 補修用材料62 ・

3. 12.委託料道路新設改 541,778 16,941 524,837 16,011 1,000 70 社会資本整備総合交付金事業△ 2,207△ ・△ △

良費

14.工事請負費 社会資本整備総合交付金事業4,407△ 17,392△・

町単独町道改良工事 6,985・

町単独一般舗装 6,000・

21.補償、補填 社会資本整備総合交付金事業10,327△ ・

及び賠償金

692,389 424 691,965 16,011 1,000 1,600 12,310△ △ △2,677項 合 計

款 8. 土木費 項 3. 河川費

3. 14.工事請負費がけくずれ 6,500 6,000 12,500 3,000 がけくずれ住家防災対策工事6,000 ・3,000

住家防災対

策事業費

98,527 6,000 104,527 3,0003,000項 合 計

款 8. 土木費 項 4. 都市計画費

1. 7.報償費都市計画総 326,777 11,158 315,619 6,700 8,100 3,642 協力者・指導者謝金△ 104 ・△ △

務費

8.旅費 費用弁償8 ・

14.工事請負費 波川地区かわまちづくり事業14,800△ ・

18.負担金、補 下水道事業3,530 ・

助及び交付

金
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款 8. 土木費 項 4. 都市計画費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

3. 12.委託料公園施設管 25,025 1,666 26,691 1,666 設計1,666 ・

理費

376,568 9,492 367,076 6,700 8,100 5,308△ △ △項 合 計

款 8. 土木費 項 5. 住宅費

1. 10.需用費住宅管理費 348,063 3,124 351,187 3,124 修繕料669 ・

14.工事請負費 簡易水洗トイレ改修工事2,455 ・

348,063 3,124 351,187 3,124項 合 計

款 合 計 1,525,214 792 1,524,422 22,711 6,100 4,724 17,618△ △ △5,677

款 9. 消防費 項 1. 消防費

6. 10.需用費防災対策費 172,361 1,231 173,592 990 修繕料748 ・241

14.工事請負費 内野公園防災用井戸設置工事483 ・

743,139 1,231 744,370 990241項 合 計

款 合 計 743,139 1,231 744,370 990241

款 10. 教育費 項 1. 教育総務費

2. 1.報酬事務局費 21,289 1,386 22,675 1,386 会計年度任用職員1,015 ・

3.職員手当等 期末勤勉131 ・

4.共済費 社会保険料228 116・



款 10. 教育費 項 1. 教育総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

4.共済費 共済組合 105・

互助会 7・

8.旅費 費用弁償12 ・

3. 1.報酬教育振興費 177,989 22,388 200,377 2,327 13,800 6,256 子ども・子育て会議委員2,119 59・5

会計年度任用職員 2,060・

4.共済費 社会保険料384 206・

共済組合 165・

互助会 13・

8.旅費 普通旅費31 23・

委員旅費 8・

10.需用費 消耗品費3,758 3,608・

印刷製本費 150・

13.使用料及び 高速通行料16 ・

賃借料

14.工事請負費 学びの多様化学校開設工事12,880 ・

17.備品購入費 管理用備品3,200 2,202・

教材用備品 348・

パソコン 650・

5. 7.報償費教育支援セ 23,284 109 23,393 100 9 のぞみ教室運営委員10 ・

ンター費

11.役務費 電話料99 12・

廃棄物処理料 87・

235,548 23,883 259,431 2,327 13,900 7,6515項 合 計
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款 10. 教育費 項 2. 小学校費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

3. 10.需用費維持修繕費 54,261 3,978 58,239 1,500 2,478 修繕料250 ・

12.委託料 設計2,183 996・

立木伐採 1,187・

14.工事請負費 枝川小学校貯水槽漏水修繕工1,545 ・

事

206,469 3,978 210,447 1,500 2,478項 合 計

款 10. 教育費 項 3. 中学校費

3. 10.需用費維持修繕費 18,373 1,555 19,928 1,555 修繕料315 ・

12.委託料 設計440 ・

14.工事請負費 伊野中学校外壁補修工事800 ・

146,846 1,555 148,401 1,555項 合 計

款 10. 教育費 項 5. 幼稚園費

1. 22.償還金、利幼稚園費 16,645 343 16,988 343 国庫返還金343 229・

子及び割引 県返還金 114・

料

16,645 343 16,988 343項 合 計

款 10. 教育費 項 6. 認定こども園費

1. 10.需用費認定こども 195,641 930 196,571 930 修繕料930 ・

園費



款 10. 教育費 項 6. 認定こども園費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

195,641 930 196,571 930項 合 計

款 10. 教育費 項 7. 社会教育費

2. 10.需用費公民館管理 26,954 404 27,358 404 消耗品費319 95・

費 修繕料 224・

11.役務費 廃棄物処理料5 ・

17.備品購入費 洗濯機80 ・

4. 12.委託料文化財保護 10,091 264 10,355 264 剪定･消毒264 ・

費

5. 14.工事請負費留守家庭児 140,021 4,542 144,563 283 1,000 2,976 枝川小学校第３校庭開放児童1,847 1,000・283

童会費 会新設工事

間仕切設置工事 847・

22.償還金、利 国庫返還金2,695 ・

子及び割引

料

6. 14.工事請負費天王コミュ 7,608 2,000 9,608 2,000 会議室空調改修工事2,000 ・

ニティセン

ター管理費

7. 10.需用費プラチナ交 4,014 528 4,542 528 修繕料528 ・

流センター

管理費

275,954 7,738 283,692 283 2,000 1,000 4,172283項 合 計
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款 10. 教育費 項 8. 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

2.体育振興費 6,104 0 6,104 100 4 財源内訳の更正△ ・△104

3. 10.需用費体育施設費 16,703 282 16,985 282 消耗品費282 66・

修繕料 216・

209,314 282 209,596 100 278△104項 合 計

款 合 計 1,292,230 38,709 1,330,939 2,610 3,500 14,800 17,407392

款 11. 災害復旧費 項 1. 農林水産業施設災害復旧費

1. 10.需用費農業施設災 23,632 4,567 28,199 1,700 592 燃料費（ガソリン）67 ・2,275

害復旧費

14.工事請負費 災害復旧事業4,500 ・

2. 10.需用費林業施設災 35,300 57,770 93,070 23,800 3,470 消耗品費1,058 ・30,500

害復旧費

14.工事請負費 災害復旧事業56,712 ・

58,932 62,337 121,269 25,500 4,06232,775項 合 計

款 11. 災害復旧費 項 2. 公共土木施設災害復旧費

1. 10.需用費河川等災害 31,908 71,339 103,247 45,689 25,500 150 消耗品費1,889 ・

復旧費

14.工事請負費 災害復旧事業69,450 ・

31,908 71,339 103,247 45,689 25,500 150項 合 計

款 合 計 90,840 133,676 224,516 45,689 51,000 4,21232,775



（単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国庫支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　明

県支出金

15,641,700 158,000 15,799,700 115,523 5,800 27,286 7,139歳出合計 △13,852

―　25　― 一般会計



- 26 - 一般会計

給    与    費    明    細    書

１, 特  別  職
(単位：千円、人)

給          与          費

区    分 職 員 数 期 末 手 当 共 済 費 合    計 備    考

長　等 3  24,480  7,742 (3.30) 32,222  6,933  39,155  

議　員 18  50,196  16,215 (3.30) 66,411  13,053  79,464  

補正前 その他の

特別職

計 981  100,841  24,480  149,278  20,030  169,308  

長　等 3  24,480  7,742 (3.30) 32,222  6,772  38,994  

議　員 18  50,196  16,215 (3.30) 66,411  13,053  79,464  

補正後 その他の

特別職

計 981  100,900  24,480  149,337  19,869  169,206  

長　等 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ △ 161  △ 161  

議　員 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

比  較 その他の

特別職

計 　　　　－ 59  　　　　－ 　　　　－ 59  △ 161  △ 102  

計

23,957  

960  50,645  

報   酬 給   料 その他の手当
年間支給率(月分)

44  50,689  

960  50,704  44  50,748  

50,645  

50,704  

　　　　－ 59  　　　　－ 59  59  

　　　　－

　　　　－　　　　－ 　　　　－

23,957  

　　　　－

　　　　－
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２, 一  般  職

(１) 総  括

給         与         費

報    酬 給    料 職員手当 計
会計年度任用職員以外
の職員 (1) 291 1,042,219 578,955 1,621,174 338,731 1,959,905 

会計年度任用職員 429 569,380 105,456 225,510 900,346 159,616 1,059,962 

合　計 720 569,380 1,147,675 804,465 2,521,520 498,347 3,019,867 
会計年度任用職員以外
の職員 (1) 291 1,019,120 570,189 1,589,309 334,096 1,923,405 

会計年度任用職員 431 572,230 105,456 224,933 902,619 160,047 1,062,666 

合　計 722 572,230 1,124,576 795,122 2,491,928 494,143 2,986,071 
会計年度任用職員以外
の職員    (-)                  － △ 23,099 △ 8,766 △ 31,865 △ 4,635 △ 36,500 

会計年度任用職員 2 2,850          － △ 577 2,273 431 2,704 

合　計    (-) 2 2,850 △ 23,099 △ 9,343 △ 29,592 △ 4,204 △ 33,796 

（　）は再任用短時間勤務職員の数

扶養手当 管理職手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当 児童手当 時間外手当

27,272 12,029 19,822 23,918 421,093 21,615 50,524 

3,310 221,719 481 

27,272 12,029 19,822 27,228 642,812 21,615 51,005 

27,056 11,218 19,632 23,868 413,670 21,635 50,524 

3,310 221,142 481 

27,056 11,218 19,632 27,178 634,812 21,635 51,005 

職員手当の △ 216 △ 811 △ 190 △ 50 △ 7,423 20          －

         －          －          －          － △ 577          －          －

△ 216 △ 811 △ 190 △ 50 △ 8,000 20 

内     訳 特殊勤務手当 夜間勤務手当 地域手当 単身赴任手当 管理職員特別勤務手当

114 96 2,472 

114 96 2,472 

114 96 2,376 

114 96 2,376 

         －          －          －          － △ 96 

         －          －          －          －          －

△ 96 

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

会計年度任用職員以外
の職員

区    分

補 正 後

比    較

備    考

(単位：千円、人)

共  済  費 合    計職  員  数

補 正 後

比    較

区    分

区    分

補 正 前

補 正 前

補 正 後

比    較

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

会計年度任用職員

合　計

補 正 前
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(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)

給    料 △ 23,099  給与改定に伴う増減分  給与改定の状況

－

－

－

－

 昇給に伴う増加分 1,167 
平均昇給率

1.43 %

 その他の増減分 △ 24,266  新規採用 123 職員数の異動状況

 退職 △ 21,043 区    分 現に在職する職員数 その他 計

 会計間異動 △ 3,632 補正前 284 人 284 人 

 その他 286 補正後 288 人 288 人 

増　減 4 人 － 4 人 

職員手当 △ 9,343  制度改正に伴う増減分

採用・退職の状況

 採　用 退　職

13 人 15 人 

19 人 11 人 

11 人 2 人 

令和5年度

令和6年度

令和7年度

  前年度
 給料の改定率

区    分

給与改定実施時期　　　　　　

区   分 説       明 備                                考

  本年度

 給与改定実施時期

 給料の改定率

(-)

(1)

(1)

(-)(-)

(1)

(1)

(1)

(1) (0)

(1) (1）

(0)

(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)(1)

(0)
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増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

(千円) (千円)
区   分 説       明 備                                考

 その他の増減分 △ 9,343  扶養 △ 216 

 管理職 △ 811 

 住居 △ 190 

 通勤 △ 50 

 期末勤勉 △ 8,000 

 児童 20 

 管理職員特別勤務 △ 96 

(３) 給料及び職員手当の状況

  ア  職員一人あたりの給与

48.5

343,020

40.2

291,872

326,489

平 均 年 齢 (歳)

令 和 7 年 9 月 1 日 現 在

区                                         分

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

行 政 職

令 和 6 年 9 月 1 日 現 在

39.6

319,589

47.5

287,583

314,667平均給与月額(円)

技 能 労 務 職

304,326 291,226

平均給料月額(円)
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－ 30 － 一般会計

  イ  初  任  給

  ウ  級 別 職 員 数

(1) (100.0)

(1) (100.0)

(2) (100.0)

(2) (100.0)

（　）は再任用短時間勤務職員の数

　（級別の基準となる職務）

21.2    

主事･技師係長･主幹

60.9    

26.1    

13.0    

100.0    

100.0    

11.8    15

14

２ 級

14.9    

100.0    

17.0    6

3

23

１ 級

計

４ 級

２ 級

１ 級65

31

39

26.1    

265

39

262

課長補佐

66

8.4    

65.2    

計

６級 ５級 １級

8.7    

４級

24.8    

25.2    

令 和 6 年 9 月 1 日 現 在

３級

３ 級

65

39

２ 級

１ 級

区 分

56

39

22

45

６ 級

区 分

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職 ( 円 )

188,000

220,000

４ 級

３ 級

６ 級

令 和 7 年 9 月 1 日 現 在

４ 級

５ 級

21

24.5    

14.7    

100.0    

23

３ 級

2

6

計

14.9    

２級

行 政 職 主    監

区 分

構 成 比 ( ％ )職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )

課    長

１ 級

計

５ 級

３ 級

２ 級

技 能 労 務 職 ( 円 )

185,700

－

188,000

220,000

技 能 労 務 職

職 員 数 ( 人 )

主事･技師

級

行 政 職

7.9    

14.7    

級

４ 級

185,700

－

技 能 労 務 職 ( 円 )
国 の 制 度

行 政 職 ( 円 )
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  エ  昇 給

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

12号給 (人)

(％)

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

(％) 56.5

36 36

12

代 表 的 な 職 種

行 政 職 技 能 労 務 職

219

173

4

12

2

9

23261284

288

86.0

4

23

228 13

56.5

13

265

昇 給 に 係 る 職 員 数 241

35

5

2

35

1

4

4

昇 給 に 係 る 職 員 数

合 計

補
　
正
　
前

179

81.7

232

2

比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

補
　
正
　
後

83.7

2

5

区                   分

職 員 数

職 員 数

167

83.9比 率 ( Ｂ ) ／ ( Ａ )

4

167

185

4

10
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  オ 期末手当・勤勉手当

（　）は再任用職員の標準的な支給率

  カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

  キ  特殊勤務手当 　ク　その他の手当

(2% ～ 20% 加 算 )

3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

3級⇒5% 　4・5級⇒10% 　6級⇒15%

最高限度

通 勤 手 当

備　　考

国 の 制 度
と の 異 同

そ の 他 の 加 算

扶 養 手 当

47.709  

4.600

35年勤続の者

支 給 率 計

4.600

(2.400)

4.600

代表的な特殊勤務手当の名称

全 職 種
行  政  職

中学校寄宿舎に勤務する職員の特殊勤務手当

技能労務職

0.01

区　　　　　　分

支給対象職員の比率　（％）
2.08

0.01給料総額に対する比率（％）

2.26
(令和7年 9 月 1 日現在)

区　　　　分

支 給 率 等

（月分）

20年勤続の者 25年勤続の者

24.586875  33.27075  

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875  33.27075  

(2.400)

(2.400)

－

同住 居 手 当

区 分

特 例 措 置

－

代 表 的 な 職 種

（月分） （月分）

同

47.709  

定 年 前 早 期 退 職

措 置 等

定 年 前 早 期 退 職

差 異 の 内 容

－

（月分）

47.709  

(2% ～ 20% 加 算 )

47.709  

備　　考

同

特 例 措 置

級 等 に よ る 加 算 措 置
区　　　　分

6月分(月分) 12月分(月分)

支 給 期 別 支 給 率

(月分)

2.300

2.300

(1.200)

2.300

(1.200)

(1.200)

2.300
国  の  制  度

補　　正　　後

(1.200)
補　　正　　前

(1.200)

(1.200)

2.300

2.300

職 制 上 の 段 階 ､ 職 務 の
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－　33　－ 一般会計

 債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事              項 限度額 一  般

年  度 金  額 年  度 金  額 国庫支出金 県支出金 地方債 その他 財  源

外 国 語 指 導 助 手 派 遣 委 託 業 務 60,570 R7～R10 60,570 60,570

(単位：千円)

前 年 度 末 迄 の 当 該 年 度 以 降 左     の     財     源     内     訳

支 出 ( 見 込 ) 額 の 支 出 予 定 額 特      定      財      源
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－ 34 － 一般会計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

（単位：千円）

１   普    通    債 3,763,608 3,919,619 572,900 410,510 4,082,009

 (１) 総    務 847 795 53 742

 (２) 民    生 179,600 177,315 10,226 167,089

 (３) 衛    生 32,941 24,461 8,519 15,942

 (４) 農林水産 197,037 300,750 13,731 287,019

 (５) 土    木 1,021,682 1,168,868 165,900 66,592 1,268,176

 (６) 公営住宅 19,400 176,500 195,900

 (７) 消    防 2,094,879 1,957,784 182,400 289,148 1,851,036

 (８) 教    育 236,622 270,246 48,100 22,241 296,105

２   災 害 復 旧 債 297,110 325,238 62,400 41,198 346,440

 (１) 農林水産 99,552 115,377 33,200 11,550 137,027

 (２) 土    木 188,958 185,761 29,200 29,648 185,313

 (３) そ の 他 8,600 24,100 24,100

区          分
前 前 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当  該  年  度

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 末  現  在  高
現    在    高 現在高見込額 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額 見    込    額
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－ 35 － 一般会計

３   そ   の    他 12,237,350 11,655,364 1,243,000 1,222,163 11,676,201

 (１) 辺地対策 183,017 189,226 74,900 24,959 239,167

 (２) 過疎対策 3,809,439 4,047,220 1,111,200 374,745 4,783,675

 (３) 公有林整備 6,592 4,114 1,882 2,232

 (４) 財源対策債 534,488 537,910 56,900 35,136 559,674

 (５) 減税補てん債 7,977 4,186 2,660 1,526

（６）臨時財政対策債 3,466,126 3,066,812 387,705 2,679,107

（７）合併特例事業債 3,836,694 3,430,144 368,247 3,061,897

（８）施設整備事業債 360,717 345,962 25,037 320,925

（９）地域活性化事業債 15,100 13,597 784 12,813

 (10) 減収補てん債 17,200 16,193 1,008 15,185

合          計 16,298,068 15,900,221 1,878,300 1,673,871 16,104,650
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